
居宅介護支援事業所　明日は晴　重要事項説明書

　 

令和 8 年 7 月１日現在

当事業所は、ご契約に対しまして、指定居宅介護支援サービス及び介護予防支援サービスの提供を致します 。

そこで、本重要事項説明書で、当事業所の概要や提供されるサービス内容、ご契約上のご注意を次の通り

説明します。

１．事業所名称　　　　　　　　　株式会社　Ｎ　Ｃ　М

代表者氏名　　　　　　　　　代表取締役　　須貝　明永

所在地　　　　　　　　　　　北海道北見市中央三輪２丁目３１６－３７

設立年月日　　　　　　　　　平成２５年　４月　２５日

電話番号　　　　　　　　　　０１５７－３３－３１７５

２．居宅介護支援事業所「明日は晴」の概要

（１）事業所の所在地と実施地域

事業所名称 居宅介護支援事業所　明日は晴

所在地 北海道北見市中央三輪 6 丁目４ 36 番地 4　ほっとハイツ A101

介護保険指定事業所番号 　北海道　0165090135

事業所の通常実施地域 北見市内全域

管理者　 福田　稔　（主任介護支援専門員） 常勤 2 名（常勤兼務）

　

（２）営業日及び営業時間

営　業　日 月曜日～金曜日　ただし祝日、年末、年始

（１２月３１日から１月３日まで）は除きます。

営　業　時　間 午前 8 時３０分～午後５時００分

　　※但し、電話などにより２４時間連絡可能な体制を整備します。

（３）当事業所の職員体制

職　　種 常　勤 業　務　内　容

管　理　者

介護支援専門員兼務

介護支援専門員常勤

　

1 名

1 名

・事業所全般の指揮・管理

・苦情の受付

・相談業務

・要支援または要介護者に対する居宅介護支援

サービス計画及び介護支援サービス計画の作



成

３．当事業所の提供するサービス

居宅介護支援の内容 提供方法 介護保険適応の有無

居宅サービス計画作成 別紙にあげる「居宅介護支

援業務の実施方法等につい

て」を参照してください。

介護保険適応となる場合に

は、利用料を支払う必要が

ありません。

（全額介護保険により負担

されます。）

各サービス提供事業者との調整

サービス実施状況把握・評価

利用者状況の把握と関係者（医

療機関含む）への情報提供

給付管理

要介護認定申請に対する協力

相談業務

４．料金及び、その他の費用について

（１）利用料について

取　扱　い　件　数　区　分 要介護１・２ 要介護 3～５

介護支援専門員 1 人当たりの利用者の数が

40 人未満の場合

居宅介護支援Ⅰ

10.760 円／月

居宅介護支援Ⅰ

13.980 円／月

〃40 人以上の場合において、40 人以上 60

未満の場合

居宅介護支援Ⅱ

5.390 円／月

居宅介護支援Ⅱ

6.890 円／月

〃40 人以上の場合において、60 人以上の場

合

居宅介護支援Ⅲ

3.230 円／月

居宅介護支援Ⅲ

4.180 円／月

　
　
　
　
　
　
要
介
護
度
に
よ
る
区
分
な
し

加　算 加　算　額 算　定　内　容　等

初　回　加　算

3.000 円／回

新規に居宅サービス計画を策定した場合及び要介護状

態区分の 2 区分以上の変更されたご利用に対して指定

居宅介護支援を行った場合には初回のみ加算されま

す。

入院時情報連携加

算（Ⅰ） 2.000 円／月

介護支援員が病院または診療所に訪問し、当該病院ま

たは診療所の職員に対して利用者の必要な情報提供を

行った場合には 1 か月につき加算されます。

入院時情報連携加 介護支援員が病院または診療所に訪問する以外の方法



算（Ⅱ） 1.000 円／月 により、当該病院または診療所の職員に対してご利用

者の必要な情報提供を行った場合には、1 か月につき

加算されます。

加　算 加　算　額 算　定　内　容　等

緊急時等居宅カン

ファレンス加算

2.000 円／月

病院または診療所の求めにより、当該病院または診療

所の職員とともに、ご利用者の居宅を訪問し、カン

ファレンスを行い、必要に応じて居宅サービス等の利

用調整を行った場合には加算されます。※１カ月に２

回を限度として１回あたり 2000 円。

要
介
護
に
よ
る
区
分
な
し

ターミナルケア

マネジメント加算

4.000 円／月 ２４時間連絡が取れる体制を確保し、かつ、必要に応

じて、指定居宅介護支援を行う事が出来る体制を整

備。

利用者又はその家族の同意を得た上で、死亡日及び死

亡日１４日以内に２回以上在宅を訪問し、主治医の意

思等の助言を得つつ、利用者の状態やサービス変更の

必要性等の把握、利用者への支援を実施。

訪問により把握した利用者の心身状況等の情報を記録

し、主治医等及び居宅サービス計画書に位置づけ居宅

サービス事業所へ提供した場合。

・介護保険料の滞納がある場合は、料金をいただきます。

指定居宅介護支援提供証明書を発行いたします。後日、市役所福祉課窓口にて、差額の払い戻しを受

けることが出来ます。

・その他の料金について

交通費等

利用者が通常の実施地域以外におられる場合は実費をいただく場合があります。該当される方は、

後日詳細を説明させていただき納得の上でご利用して頂きます。

５．利用料、その他の請求及び支払方法について

当月の利用料金の合計額を請求書の明細を付して翌月 10 日までに送付します。該当月の 25 日までに

当事業所に直接ご持参いただきます。

６．当事業所が提供するサービスの内容について

（１）居宅サービス計画及び介護予防サービス計画の作成

・介護支援専門員は、居宅計画サービス計画の原案作成に際しては次の点に配慮します。

・利用者の居宅への訪問時は、利用者及びその家族に面接により利用者の置かれている環境、立場の十分な

理解と課題の把握に努めます。

・利用する居宅サービスにあたっては、当該地域における指定居宅サービス事業所に関する情報を利用者

又は家族に提供します。

・介護支援専門員は、利用者に対して居宅サービスの内容が特定の種類、事業所に不当にかたよるような

誘導や指示をしません。



・介護支援専門員は、居宅サービス計画の内容原案が、利用者の実情に合ったサービス提供となるよう、

サービス等の担当者から、専門的な見地からの情報を求めます。

・介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の

医　療サービスの利用を希望する場合には、利用者の同意を得て主治医の意見を求めます。

・介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案について、介護保険給付の有無、利用料等の利用者の

サービス選択に資する内容を利用者またはその家族に説明します。

・介護支援専門員は、利用者の居宅サービス計画の原案への同意を確認した後、原案に基づく居宅

サービス計画を作成し、改めて利用者の同意を確認します。

・利用者は、介護支援員が作成した居宅サービス計画の原案に同意しない場合には、事業者に対して

居宅サービス計画の原案再作成を依頼する事ができます。

（２）サービス実施状況の把握、評価について

・介護支援員は居宅サービス計画の作成後において、居宅サービス計画の実施状況の把握

（以下はモニタリングという。）を行い必要に応じて居宅サービス計画の変更、指定居宅サービス事業所等

との連絡調整その他の便宜の提供を行います。

・上記の把握にあたり、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、

少なくとも一月に一回、利用者宅を訪問し、利用者に面接するとともに一月に一回、モニタリングの

結果を記録します。

・介護支援専門員は、居宅サービス計画が効果的なものとして提供されるよう、利用者の状態を定期的に

評価します。

・介護支援専門員は、その居宅において日常生活を営むことが困難になったと判断した場合、または

利用者が介護保険施設への入院または入所を希望する場合には、事業者は利用者に介護保険施設に

関する情報を提供します。

（３）居宅サービス計画の変更について

・事業者が居宅サービス計画の変更の必要性を認めた場合、または事業者が居宅サービス計画の変更が必要

と判断した場合は、事業所と利用者双方の合意をもって居宅サービス計画変更を、この居宅介護支援業務

の実施方法等の手順に従って実施するものとします。

（４）給付管理について

・事業者は居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し

国民健康保険団体連合会に提出します。

（５）要介護認定等の協力について

・事業者は利用者の要介護認定または要支援認定の更新申請および状態の変化に伴う区分変更の申請が

円滑に行われるよう必要な協力を行います。

・事業者は、利用者が希望する場合は要介護または要支援認定の申請を利用者に代わって行います。

（居宅サービス計画の情報提供について

・ご契約者またはご利用者が他の居宅介護支援事業所の利用を希望する場合には、利用者の

居宅サービス計画作成が円滑に引き継げるよう、ご契約者、または利用者の申し出により、直近の

居宅サービス計画及びその実施状況に関する書類を交付します。

・ご契約者またはご利用者に提供した、居宅介護支援または介護予防支援について記録を作成し、

その完結の日から 2 年間保管するとともに、ご契約者またはご利用者、もしくはご利用者の代理人の

請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。



７．居宅介護支援サービスの利用の利用方法

(１)申込みからサービス開始までの流れ

・申込み

・重要事項説明及び契約終結（契約開始）

・担当の介護支援専門員による居宅サービス計画の作成

・居宅サービス計画に対する利用者・家族の同意

・居宅サービス計画に基づくサービス事業者の選定

・各サービス事業者と契約後、サービス開始

(２)居宅介護支援の解約

　　　　・利用者は当所に対し「解約の通知」を事業所に届けていただくことに

よって、この契約を解約することが出来ます。ただし、緊急の入院等

やむをえない場合はこの限りではありません。

・事業廃止などやむをえない事情がある場合は、ご利用者に対して契約終　　　　　　　　

了日 1カ月前までに理由を示した文章でお知らせすることにより、契約　を解約することがあります。

この場合、他の居宅介護支援事業者に関する情報をお伝えするなど、継続して介護保険のサービスを

受けることが出来るよう手配します。

(３)居宅介護支援サービスの終了

・利用者が介護保険施設に入所した場合には自動的に契約は終了します。

介護保険施設等入所にあたっては、必要な支援を行います。

・利用者が要介護でなくなった場合には自動的に契約は終了します。

地域の保健福祉一般施策の情報提供等の支援を行います。

・利用者が死亡した場合

自動的に契約は終了します。

８．介護支援専門員の変更

・事業者の都合により、介護支援員を交代することがあります。なお、介護支援専門員を交代する場合は

ご契約者または利用者に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮します。

・選任された介護支援専門員の交代を希望する場合には当該、介護支援専門員が業務上不適当と認められる

事情その他交代を希望する理由を明らかにして事業者に対して介護支援専門員の交代を申し出ることが

出来ます。ただし、ご契約者またはご利用者から特定の介護支援専門員の指名はできません。

　　　９．入院・入院時、退院・退院時、医療連携について

　　　　①怪我や体調不良又は緊急搬送にて入院をされた場合や介護保険施設の入所等が決まった方は、入院先医療

機関や入所先へ担当介護支援専門員の氏名を伝え、速やかに担当介護支援専門員へ連絡をしてください。

　　　　※担当介護支援専門員は利用者へ名刺等を渡し各医療機関・介護保険施設へ提示してもらうよう説明する。

　　　　②入院・入所に伴う必要な利用者の情報提供と引き継ぎを行います。

　　　　③退院・退所時は医療機関や施設職員などの職員と面談を行い、利用者に関する必要な情報を得た上で利用



者・関係者の意向を踏まえ居宅サービス計画書を作成致します。

　　　　④平常時でも、関係者から得た口腔に関する問題や服薬状況などの利用者の状況は、主治医や歯科医師、薬

剤師に必要な情報伝達を行う事が義務となっております。

　　　　⑤医療系のサービス利用の場合は、利用者の同意を得て主治医の意見を求める事とされているが、この主治

医に対して居宅サービス計画書を交付が義務となっております。

１０．事業の目的及び運営方針

(１)事業目的

・要介護者の心身の状況、そのおかれている環境等に応じて、本人や家族の意向等を基に居宅サービス

又は施設サービスが適切に利用できるよう、サービスの種類、内容等の計画を作成するとともに、

適切なサービスの提供が確保されるよう指定居宅サービス事業者、介護保険施設等との連絡調整その他

の便宜の提供を行うことを目的とする。

(２)運営方針

・利用者が要介護状態になった場合においても可能な限り居宅において、その有する能力に応じ、

自立した日常生活を営むことが出来るよう、利用者の心身の状況やそのおかれている環境等に配慮し

利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが多様な事業所から総合的かつ

効果的に提供されるよう配慮して行う。また、利用者の意思及び人格を尊重し、特定の種類、特定の

居宅サービス事業者に不当に偏ることのないよう公正中立に行う。

関係市町村、地域包括支援センターや居宅支援事業者、居宅サービス事業者、介護保険施設との連携に

努めます。

１１．個人情報の保護等（守秘義務等）について

・当事業者は、サービスを提供する際に、知り得た利用者およびその家族に関する情報を正当な理由なく

第三者に漏らしません。この守秘義務は契約終了後も同様です。

・従業員は、職務上知り得た個人情報については退職後も第三者に漏らしません。

・事業者は事業所内における個人情報の管理を的確に実施します。

１２．身分証の携帯

・介護支援専門員は常に身分証を携帯し、初回訪問時及び利用者またはその家族から提示を求められたときは 、

いつでも身分証を提示します。



１３．利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

措　置　の　概　要
１　利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置

当事業所に係る苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置しています。
　　　　苦情やご相談は以下の窓口で受け付けます。

苦　情　受　付　窓　口
管理者　　福田　稔
電　話　番　号　  ０１５７－３３－３１７５  
Ｆ　　Ａ　　Ｘ　  ０１５７－３３－５６３２  

２　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順
（1）当事業所における苦情やご意見、ご相談並びに利用者の記録等の情報開示の請求は以下の

専門窓口で受け付けます。
苦情受付担当者  　　福田　稔・他職員  

　　　　　　　　　　　(居宅介護支援事業所　明日は晴　管理者・他職員)

苦情解決責任者  　　福田　稔・須貝　明永  
（居宅介護支援事業所　明日は晴　管理者・株式会社　ＮＣＭ代表）

毎週月曜日から金曜日。ただし、祝日及び年末年始(１２月３１日から１月５日まで)を除きます。
ご利用可能時間は午前８時３０分から午後５時までとなります。ただし、営業日及び営業時間以外の
対応につきましては、転送時間により常時対応が可能な体制となります。

(２)苦情を受けた場合には、苦情内容及びその際とった処置の内容の記録を行うものとします。
必要に応じ北見市等関係機関へ報告することとします。

３　苦情があったサービス事業者に対する対応方針等（居宅介護支援事業者の場合記入）
苦情受付担当者やその他の職員が苦情を受けた時には、速やかに事実関係を明確にし、
適切に処理します。また、必要に応じ北見市等関係機関へ報告することとします。

４　その他参考事項
　　　　　当事業者による解決を望まない場合、または当事業者間の話し合いが困難な場合は、社会福祉法で定める

「北海道福祉サービス運営適正委員会」及び「北海道国民健康保険団体連合会」「関係市町村」
に申し出ることもできます。

北海道福祉サービス運営適正化委員会
所在地　札幌市中央区北２条西７丁目　　かでる２・７　３階
電　話　０１１－２０４－６３１０

北海道国民健康保険団体連合会



所在地　札幌市中央区南２条西１４丁目　国保会館
電　話　０１１－２３１－５１６１

北見市保健福祉部介護保険担当
所在地　北見市大通西 3丁目 1番地 1

電　話　０１５７－２３－７１１１

令和　　年　　月　　日

居宅介護支援サービス提供開始にあたり、利用者に対して本書面に基づいて重要事項の説明をいたしました。

　　　説明者　　住所　　　　北見市中央三輪 6 丁目 436 番地 4　ほっとハイツ A101

　　　　　　　　事業所名　　居宅介護支援事業所　明日は晴

　　　　　　　　職名　　　　介護支援専門員

　　　　　　　　氏名 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　

私は本書面に基づいて事業者から重要事項説明書の説明を受けサービス提供開始に同意します。
　

　　　　利用者　　住所
　　　　　　　　　　　　

　　氏名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代筆者　　住所

　　　　

　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(続柄　　　　　　　)

平成 28 年 7 月 15 日より施行

平成 30 年４月　1 日（管理者変更）

　　　令和元年 5 月 1 日（年号改定）

　　　令和 3 年 1 月 1 日（北見市保健福祉部介護福祉課住所変更）



　　　令和 5 年 8 月１日（苦情受付担当・苦情解決責任者変更）

　　　令和 8 年 2 月１ 6 日（管理者・苦情受付担当・苦情解決責任者変更）

　　　令和 8 年 7 月１日（事業所住所変更）

（別紙）　居宅介護支援業務の実施方法等について

１．居宅介護支援業務の実施

①．事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サービス計画作成に関する業務を担当させるものとします。

②．指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧行う事を旨し利用者又はその家族に対し、サービスの提供方

法について、理解しやすいように説明を行います。

２．居宅サービス計画の作成について

　①．介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案作成に際しては。つぎの点に配慮します。

　　ア．利用者の居宅への訪問時は、利用者及びその家族に面接により利用者の置かれている環境、立場の十分な理

　解と課題の把握に勤めます。

　　イ．利用する居宅サービスにあたっては、当該地域における指定居宅サービス事業者等に関する情報を、利用者

　　　　又は家族に提供します。

　　ウ．介護支援専門員は、利用者に対して複数の事業所の紹介を行い、居宅サービスの内容が特定の種類、事業者

　　　　に不当に偏るような誘導、又は指示をしません。

　　エ．介護支援専門員は、居宅サービス計画の内容の原案が、利用者の実情に見合ったサービスの提供となるよう

　　　　サービス等の担当者から、専門的な見地からの情報を求めます。

　②．介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利用を希望する場合には

　　　利用者の同意を得て主治医の意見を求めます。また、サービス実施時は主治医へ必要な情報伝達と計画書の交

　　　付を致します。

　③．介護支援専門員は居宅サービス計画の原案について、介護保険給付の有無、利用料等の利用者のサービス選択

　　　には、利用者又はその家族に対して説明します。

　　ア．介護支援専門員は、利用者の居宅サービス計画の原案への同意を確認した後、原案に基づく居宅サービス計

　　　　画を作成し、改めて利用者の同意を確認します。

　　イ．利用者は、介護支援専門員が作成した居宅サービス計画の原案に同意しない場合には、事業者に対して居宅

　　　　サービス計画の原案の再作成を依頼することができます。

３．サービス実施状況の把握、評価について

　①．介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後において、居宅サービス計画の実施状況の把握（以下「モニタ

　　　リング」という。）を行い、必要に応じて居宅サービス計画の変更、指定居宅サービス事業者等との連絡調整

　　　その他の便宜の提供を行います。

　②．上記の把握に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行うことと

　　　し、少なくても一月に一回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するとともに一月に一回、モニタリング

　　　の結果を記録します。



　③．介護支援専門員は、居宅サービス計画が効果的なものとして提供されるよう、利用者の状態を定期的に情報

　　　を定期的に評価します。

　④．介護支援専門員は、その居宅において日常生活を営むことが困難になったと判断した場合、又は利用者が介

　　　護施設への入所又は、医療機関への入院を希望する場合には、事業者は利用者に介護保険施設・医療機関に

　　　関する情報を提供します。

４．居宅サービス計画の変更について

　　　事業者が居宅サービス計画の変更の必要性を認めた場合、又は事業者が居宅サービス計画の変更が必要と

　　　判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもって居宅サービス計画の変更を、この居宅介護支援業務

　　　の実施方法等の手順に従って実施するものとします。

５．給付管理について

　　　事業者は、居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、国民健康保険団体連合

　　　に提出します。

６．要介護認定等の協力について

　①．事業者は、利用者の要介護認定又は要支援認定の更新申請及び状態の変化に伴う区分変更の申請が円滑に

　　　行われるよう必要な協力を行います。

　②．事業者は、利用者が希望する場合は、要介護又は要支援認定の申請を利用者に代わって行います。

７．居宅サービス計画等の情報提供について

　　　利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合には、利用者の居宅サービス計画作成が円滑に引

　　　き告げるよう、利用者の申し出により、居宅サービス計画等の情報の提供に誠意をもって応じます。



虐待防止委員会 運用指針
 

（委員会の目的） 
第 1 条 虐待防止委員会は、利用者の安全と人権保護の観点から、適正な支援が実施され、利用 者の自立と社会

参加のための支援を妨げることのないよう、必要に応じ随時、委員会を 開催し、虐待の防止に努める
ことを目的とする。 

（委員会委員の選出〉 第 2 条 委員は以下のとおりとする。 
2．委員長は、虐待防止責任者とする。 
3．その他の委員は、別表のとおりとする。 
4．委員に、必要ある場合に第三者委員を加えることができる。 

（委員会の開催） 第 3 条 委員会の開催を次のとおりとする。 
2．委員会は、虐待防止に関する法人施設内での協議事項が生じた都度に随時開催する。 
3．法人事業内で虐待事例が発生した時には必ず開催する。 
4．会の開催の必要があるときは、委員長が招集し開催する。
 

（委員会の実施） 第 4 条 委員会は次のとおり実施する。 
2．虐待の分類について、職員に周知することと、定期的な見直しを行い、疑い のある項目を足してい

く。 
3．虐待早期発見チェックリストに従い、必要あるごとに調査を実施する。
4．上記の実施した調査の結果、虐待や虐待の疑いがあるときは、虐待防止責任者に報告する。 
5．虐待防止に係る研修を年 1 回以上行うこととする。 
6．事故等の問題が虐待につながるような場合は、リスクマネジメント検討委員会

ではなく 虐待防止委員会において対応する。 
7．その他、法令及び制度の変更のあるごとに委員会を開催し、規程等の見直しを行うこととする。 

（委員会の責務） 第 5 条 委員会の責務は次のとおりとする。 
2．委員会は、虐待が起こらないよう事前の措置として、職員の虐待防止意識の向上や知識を周知し、
虐待のない施設環境づくりを目指さなければならない。

 3．委員会の委員長及び委員は、目頃より利用者の支援の場に虐待及び虐待につながるような支援が行
われていないか観察し、必要があるときは職員に直接改善を求めたり、指導することとする。 

4．委員会は、その他の各委員会とも連携をとり利用者の虐待の疑いのある事案や支援等に 問題がある
場合は、各委員会と協議し、協同で会議を開催する等、虐待防止の対応・対 策及び改善を図るも
のとする



（附則）1.　この指針は　令和 3 年 4 月 1 日より実施する。
　　　　2.　令和 4 年 5 月 1 日改定


